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地震は地殻に蓄積された応力（弾性歪み）を解放する現象であり、地震を含む非弾性変形は周囲に応力変化

（弾性歪み変化）を引き起こす。したがって、地震の発生と地殻変動のプロセスを理解するためには、応力集

中と緩和の過程を理解する必要がある。また測地学的観測によって得られる地表面での歪み変化はプレート沈

み込みによる弾性応答や地殻内部で進行する非弾性変形、もしくはそれによって生じた歪み変化である。しか

しながら、両者によって生じる歪み変化には時空間的に差異があるため、地殻中の応力集中・解放過程をより

詳細に議論するためには両者の影響を分けて考える必要がある。従って、本研究ではGNSS観測によって得ら

れたデータを用いて下部地殻の非弾性変形とプレートのすべり欠損の推定を試みた。 

 

プレート境界に対してはOkada (1992)の矩形断層、下部地殻とマグマだまりでの非弾性変形はBarbot et al.

(2017)のグリーン関数を用いることでモデル化を行った。九州における2004年から2014年の11年間の

GNSS観測によって得られた変位速度から推定された歪み速度場をデータとして、観測方程式をたて最小二乗

法によってプレート境界での滑り欠損速度、下部地殻、マグマだまりの非弾性変形速度を推定した。プレート

境界上での滑り欠損速度は豊後水道から足摺岬周辺にかけて50 - 60 mm/yrであり、先行研究によって報告さ

れている値と同程度である。また、高い非弾性歪み速度が推定された領域はMoore et al.(2017)によって推定

された低粘性領域とおおむね一致した。プレート境界での滑り欠損と下部地殻の非弾性変形によって内陸の上

部地殻に生じる応力変化を計算すると、前者による応力変化は後者よりも低く、九州ではプレートの沈み込み

は内陸地震にあまり影響を与えていないと考えられる。次に下部地殻の非弾性変形によって上部地殻に生じる

応力変化テンソルと背景応力場を比較すると下部地殻の非弾性変形によって九州の大部分の上部地殻では応力

集中が進行している一方で応力緩和傾向の領域もみられることが分かった。この緩和傾向の領域においては地

震活動が低調であることが震源分布との比較から分かった。また主要活断層に対してこの応力変化によるΔ

CFFを計算すると、その多くが正の値である一方で応力集中領域であってもΔCFFの値が負になる断層帯が得

られた。こうした断層帯周辺での地震活動も比較的低調である。以上から九州においては下部地殻の非弾性変

形が上部地殻への応力集中過程や地震活動に対して重要な役割を果たしていることが考えられる。 
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